
注 記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

 

１．減価償却の会計処理方法 

 (1) 有形固定資産の減価償却方法 

    有形固定資産については定額法を採用しており、耐用年数及び残存価額は、法人税法に規定す

   る方法と同一の基準によっております。 

 (2) 無形固定資産の減価償却方法 

     商標権については、法人税法で定める耐用年数により、残存価額を０円とする定額法により計

上しております。 

また、自社利用のソフトウェアについては、利用可能期間（５年）を耐用年数とし、残存価額 

を０円とする定額法により計上しております。 

 

２．退職手当に係る引当金及び見積額の計上基準 

退職手当引当金については、役員及び職員の退職金支給に備えるため、役員については役員退職

手当支給規則、職員については退職手当規則に基づく要支給額の１００％を引当計上しております。 

 また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職手当増加見積額については、事業年度

末に在職する役職員について、当事業年度末の退職手当見積額から前事業年度末の退職手当見積額

を控除した額から、退職者に係る前期末退職手当見積額を控除した額を計上しております。 

 

３．責任準備金、支払備金、保険代位債権等、貸倒引当金の計上方法 

責任準備金、支払備金、保険代位債権等、及び保険代位債権等に係る貸倒引当金については、「独

立行政法人日本貿易保険の財務及び会計に関する省令の規定に基づき経済産業大臣が定める算定の

方法について」 （平成 13･03・27貿第2号）に基づき算出した額を計上しております。 

なお、保険代位債権等以外の貸倒引当金については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

 

４．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

   賞与引当金については、役員及び職員の賞与支給に備えるため、役員については役員報酬規則、

職員については給与規則に基づき当期帰属分を引当計上しております。 

 

５．有価証券の評価基準及び評価方法 

   ①満期保有目的債券は償却原価法（定額法）によっております。 

    ②その他有価証券 

     市場価格のない有価証券は、移動平均法による原価法によっております。 

 

６．外貨建金銭債権・債務の評価方法 

   外貨建金銭債権・債務については、決算時の為替相場による円換算額によっております。 

 

７．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

    政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

        １０年国債の利回り（０．０６５％）を適用しております。 

 

８．消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

 

９．資産除去債務関係 
         賃貸借契約に基づき使用する事務所について退去時における原状回復に係る債務を有しており

ますが、当該債務に関連する賃貸資産の使用期間が明確でなく、現時点において将来退去する予定

もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合

う資産除去債務の計上を実施しておりません。 
 



１０．重要な会計方針の変更 
該当事項はありません。 
 

Ⅱ．金融商品に関する事項 
 
１．金融商品の状況に関する事項 
 
  ａ．金融商品に対する取組方針 

当法人は、貿易保険事業を実施しており、保険金支払により取得した保険代位債権の回収金を

有価証券により運用し、財政基盤の強化を図っております。また、有価証券は、国債、地方債及

び政府保証債を保有しております。 
 

  ｂ．金融商品の内容及びそのリスク 
    保険金支払により取得した保険代位債権は、債務国又は債務者の債務返済に係るリスクに晒さ

れております。また、有価証券は、金利の変動リスク及び市場価格の変動リスクに晒されており

ます。 
 
  ｃ．金融商品に係るリスク管理体制 
   ① カントリーリスクの管理 
     当法人は、保険代位債権の取得の原因となる保険契約の締結にあたり審査部のカントリーリ

スクグループにおいてベルンユニオン(国際輸出信用保険機構)、ＯＥＣＤ等のカントリーリス

ク情報の収集、調査及び評価を行い、審査を行っております。 
② 信用リスクの管理 

輸出契約等の相手方のリスクについては、審査部の与信管理グループにおいて、海外バイヤ

ーの信用調査と評価を行い、保険契約の審査を行っております。 
③ 市場リスクの管理 

有価証券の運用に伴う金利、価格等の市場リスクに関しては、資金運用会議において資金運

用方針等の審議及び運用状況を把握することにより管理しております。また、債券市場の動向

及び流動性のリスクに関しては、資金運用会議の事務局である経理グループがモニタリングし

ております。 
 

  ｄ．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
     金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件を採用しているた

め、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 
 
 
２．金融商品の時価等に関する事項 
   期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注 2）参照）。 
(単位：百万円) 

 貸借対照表 
計 上 額 時 価 差 額 

(1) 現金及び預金 
(2) 有価証券 
   満期保有目的有価証券 
(3) 保険代位債権等 

   保険代位債権等 
   貸倒引当金（※） 

（差引） 
(4)未収保険料 
(5)再保険貸 

93,855 
 

372,933 
 

206,115 
△136,770 

69,345 
25,648 

453 

93,855 
 

422,325 
 
 
 

69,345 
25,648 

453 

－ 
 

49,392 
 
 
 

－ 
－ 
－ 

 資産計 562,235 611,627 49,392 



(6) 再保険借 

(7) 預り金 
25,919 

7 
25,919 

7 
－ 

－ 

 負債計 25,926 25,926 － 
（※）保険代位債権等に対応する貸倒引当金を控除しております。 

 
（注 1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項 
  
 (1) 現金及び預金 

   これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 
 
  (2) 有価証券 
   ・取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。 
    なお、満期保有目的の債券（独立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解の区分によ

る。）において、種類ごとの貸借対照表額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。    
(単位：百万円)   

 
種 類 貸借対照表

計 上 額 時 価 差 額 

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 国債地方債等 326,367 377,826 51,459 

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 国債地方債等 46,566 44,499 △2,067 

合  計 372,933 422,325 49,392 
 
・当事業年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。 

 
  (3) 保険代位債権等 

保険代位債権等については、「独立行政法人日本貿易保険の財務及び会計に関する省令の規定に

基づき経済産業大臣が定める算定の方法について」（平成 13・03・27 貿第 2 号）に従い、次のとお

り、貸倒引当金を計上しております。 
① 非常事故代位債権については、債務国の返済状況により、国際金融市場による評価を基準に

定めた引当率又は規定された一定の引当率により貸倒引当金を計上しております。 
② 信用事故代位債権については、経営破綻又は実質的に経営破綻に陥っている債務者に対する

ものについては、担保処分見込額及び保証による回収見込額を減額した額を、それ以外のもの

については、見積将来キャッシュフローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基

づいて貸倒見積額を算定しております。 
保険代位債権等の時価は、決算日における貸借対照表価額から貸倒引当金を控除した金額に近似

していると考えられるため、当該価額をもって時価としております。 
 

  (4) 未収保険料、(5) 再保険貸、 (6) 再保険借及び(7) 預り金 
   未収保険料等については、短期間で決済するため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳

簿価額によっています。 
 
（注 2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
   時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は、次のとおりです。 

(単位：百万円) 
 貸借対照表計上額 

(1) 現金及び預金 5,058 

(2) 預り金 5,058 
  これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「資 

産(1) 現金及び預金」及び「負債(7) 預り金」には含めておりません。 
 



（注 3）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 
 (単位：百万円) 

 
1年以内 1年超 

3年以内 
3年超 
5年以内 

5年超 
10年以内 

10年超 
20年以内 

20年

超 
未定

（※） 
有価証券 
 満期保有目的の債券 
保険代位債権等 

 
10,000 
20,040 

 
16,500 
50,718 

 
－ 

19,449 

 
72,700 
50,342 

 
266,000 
49,502 

 
－ 
－ 

 
－ 

16,064 

合  計 30,040 67,218 19,449 123,042 315,502 － 16,064 

（※）保険代位債権等において債務国の返済が延滞している債権額は未定欄に表示しております。 
 
Ⅲ．退職給付に係る注記 
１．採用している退職給付制度の概要  

当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用しております。当

該制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職手当引当金及

び退職給付費用を計算しております。  

 

２．確定給付制度 

 (1) 簡便法を適用した制度の、退職手当引当金の期首残高と期末残高の調整表  

期首における退職手当引当金   557 百万円 

退職給付費用    △114  

退職給付の支払額     △33  

期末における退職手当引当金    410  

(2) 退職給付に関連する損益  

簡便法で計算した退職給付費用  △114百万円 

 
 
Ⅳ．重要な債務負担行為 
 該当事項はありません。 

 

 

Ⅴ．重要な後発事象 

 該当事項はありません。  



Ⅵ．固有の表示科目の内容 

 

(1) 貸借対照表 

勘定科目 内    容 

保険代位債権等 

資産計上した保険代位債権及び保険代位債権発生見込額（支払備金の計上に伴

い計上。）を計上しております。 

なお、非常事故を支払事由とする保険金等の支払に関して取得した保険代位債権

（以下「非常事故代位債権」という。）は、「独立行政法人日本貿易保険の財務及び

会計に関する省令の規定に基づき経済産業大臣が定める算定の方法について」

（平成13・03・27貿第2号）に基づき、対外債務を履行することができなくなった債務

国と日本政府の間で結ばれた債務繰延協定の締結時に資産計上しております。 

未収収益 

有価証券及び保険代位債権等（非常事故代位債権）に係る当該事業年度末まで

の未収利息の合計額を計上しております。 
なお、非常事故代位債権に関し、債務国からの債権回収が見込まれる場合に未

収利息を計上しております。 

未収保険料 保険の申込みにより生じる保険料の未収額を計上しております。 

再保険貸 再保険金等の国からの未収額を計上しております。 

支払備金 

当事業年度末において既に発生した損害、及び発生したと認められる損害につき、

将来保険契約に基づきてん補するに必要と認められる金額を「独立行政法人日本

貿易保険の財務及び会計に関する省令の規定に基づき経済産業大臣が定める算

定の方法について」（平成13･03・27貿第2号）に基づき計上しております。 

責任準備金 

保険契約に基づく将来における債務の履行に備えるための金額、及び再保険を引

き受けた契約に基づく将来における債務の履行に備えるための金額を、「独立行政

法人日本貿易保険の財務及び会計に関する省令の規定に基づき経済産業大臣が

定める算定の方法について」（平成13･03・27貿第2号）に基づき計上しております。 

再保険借 再保険料等の国への未払額を計上しております。 

 
貸倒引当金 

 

保険代位債権等から同債権の回収額のうち被保険者に配分すべき金額を控除

した額に貸倒引当金を計上しております。 

前受保険料 保険責任期間が翌期以降に開始する保険契約の保険料を計上しております。 

資本剰余金 

 

政府より出資を受けた保険代位債権等の評価差額金については、「独立行政法人

日本貿易保険の財務及び会計に関する省令」（以下「財務会計省令」という。）附則

第２条の規定に基づき、以下のとおり会計処理を行っております。 

○保険代位債権等評価差額金 

財務会計省令の一部を改正する省令（平成１５年３月３１日経済産業省令第４９

号）により、政府より出資を受けた保険代位債権等（未収収益に係るものを除く）の

評価差額金を資本剰余金に計上しております。（第２期から第４期までの会計年度

に適用。） 

○資産計上評価差額 

財務会計省令の一部を改正する省令（平成１７年１０月２８日経済産業省令第100

号）により、政府より出資を受けた保険代位債権等のうち資産計上により初めて評

価したときは、その評価額を資本剰余金に計上しております。（第５期会計年度か

ら適用。） 

 

 

 



 

 

(2) 損益計算書 

勘定科目 内    容 

正味収入保険料 
収入保険料から支払再保険料を控除した金額を計上しております。 

なお、収入保険料には、海外の貿易保険機関からの保険料収入を含みます。 

支払備金戻入額 支払備金の当期戻入額を計上しております。 

正味支払保険金 支払保険金から回収再保険金を控除した金額を計上しております。 

保険金回収見込額等 
保険金支払いに伴い取得する保険代位債権に関する評価損益等を計上して 

おります。 

責任準備金繰入額 責任準備金の当期繰入額を計上しております。 

特別利益 
国からの出資財産（保険代位債権等）に係る利息収入及び貸倒引当金の戻入額等を

計上しております。 

特別損失 国からの出資財産（保険代位債権等）に係る回収費用等を計上しております。 
 

 

 

Ⅶ．その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報 

 

１．株式会社日本貿易保険の成立について 

平成 27年 7月 17日に成立した「貿易保険法及び特別会計に関する法律の一部を改正する法

律」により、独立行政法人日本貿易保険（以下「当法人」という。）は平成 29年 4月 1日に解

散、同日に政府及び当法人の出資する株式会社日本貿易保険が成立し、当法人の資産及び負債は

株式会社日本貿易保険に承継されました。また、貿易再保険特別会計も平成 29年 3月 31日に廃

止されました。 
 

２．キューバ国立銀行における基金について 

キューバ向け非常事故債権 25,289百万円（被保険者の填補割れ債権見合い分を含む）について

は、日・キューバ両国で合意した債務救済措置に基づき、キューバ政府がキューバ国立銀行に

「NEXI」名義で開設した口座（以下、「基金」）に、2016年から 2020年まで 5年間に亘って毎年均

等額を積み立てることとなっております。 

2016年 10月に初回分 5,058百万円が基金に預入され、現金及び預金に計上しております。ま

た、同月末日以降年率 1.5%の利息が付加されています。なお、基金の引出は、日・キューバ両国

が承認するキューバ国内の開発プロジェクト等にペソ建てで使用することに限られており、その

使用者が使用相当額の円を当法人に支払うことにより非常事故債権の回収とみなされることか

ら、当該基金相当額 5,058百万円を預り金に計上しております。 

 

 


